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Abstract

In this paper we analyze productiviw in Japanese information service industry

We calculate oss market value to which few paid a廿ention before speci丘Ca11y.

111rough this calculation we analyze the contribution of oss to this industry.

Nthough our study has method010gical problem in calculation of oss market

Value, OSS's economic e丘ects are mostly positive for labor productivity in this

industry. Therefore our study can lead to resultthatJapanese information seN・

ice industry can increase its own productivitylevelthrough connection between

"inner" resources and "outer" ones.

1.はじめに

情報サービス産業においてオープンソース・ソフトゥエア(以下、 OSS)を導

入したビジネスモデルは欠かせないものになっている。

OSSの開発様式についてはRaymond (1998)以来、企業組織に依存しない開

発スタイルが唱えられ、同時に情報サービス産業、企業においてOSS開発が進
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むのと併行して、 OSSへの情報サービス産業の関与が増大している。そもそも

企業がOSSを導入する理由は新しい技術の採用とこれによる利潤ならびに生産

性の上昇であるが、その技術はOSSの場合は企業外「ホ臓」であるコミュニティ

において開発される。企業はこの外部資源であるOSSの開発の成果を活用、享

受するとともに、この開発の過程にも関与することになる。

先の谷花・野田(20ID では、こうしたOSSの経済効果の可能性と視点につ

いて論じたものの、具体的な経済効果を実証するには至らなかった。この背景

には、経済分析に不可欠であるスト、ソク額および市場価値をといった形でOSS

が具体的、数量的に把握されていなかったことがある。

そこで本稿では、経済学的側面から日本情報サービス産業におけるOSSの経

済効果の検証を念頭に置き、そのためのーつの手法を提示することを通じ議論

を進めることとしたい。

2.分析における視点

谷花・野田(20ID は、 OSSの開発過程および活用携帯を「オープンイノベー

ション」の概念に基づき、内部資源と外部資源の「連結」の観点から考察して

いる。本章ではそこでの議論を踏まえ、OSSの経済的背景に関する分析視点に

ついて簡単に確認しておこう。
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2.1 内部資源と外部資源との連結

まずOSSは複製コストがほぼゼロであり、無償で開発成果が公開されるため、

開発者自体の希少性を除外すれば、消費の非競合性と非排除性を備えたインフ

ラ・公共財的性格を持つものとして考えることができる。すなわちGhosh a998)

に依拠すれぱ、 OSSは、各事業所飢(i=1,2,...%)による活用がどの事業所の

活用も妨げないという点で、すべての事業所が享受できる。したがって、この

関係は(D 式で定義することができる。

OSS=OSS]=OSS2= =OSS, a)



この Ghosh a998)の議論はソフトゥエアの複製容易性に着目したものであ

り、 OSS拡大に関しては二つのオープン化、すなわち情報化進展に伴う企業形

態の変化ならびに著作権の開放がこれを補強したものと理解できる。本稿は企

業形態の変化の観点からオープン化を考察するが、その背景にはCoase (1937)

が議論する取引費用の低下、および宮澤(1988a, b,1988)において指摘され

る情報化を契機とした「規模の経済」から「連結の経済」への経済構造や経営

戦略の移行がある。

「連結の経済」とは単独企業ではなく、複数の企業が「連結」され各々の技術

やノウハウの活用、つまり内部資源と外部資源との相乗効果に着目したもので

ある。他方、 Raymond (1998)はソフトゥエア開発方式を「伽藍方式」とレゞ

ザール方式」とに対比させ、開発過程が公開され開発参加者を限定しないOSS

開発を「バザール方式」と位置付けた。そこでは散在する開発者が情報通信ネッ

トワークで文字通り「連結」され①、付加価値が生み出される。この点で、「組

織」の枠を超えたOSS開発ならびにそれを用いたビジネスモデルは、「連結の経

済」の存在を示唆するものであろう。
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2.2 「オープンイノベーション」考

谷花・野田(2飢D での考察では、「連結」によって内部資源と外部資源が結

合し付加価値が生じるとする視点を得られた。そこではOSS開発とそれに関連

するビジネスモデルをChesbroughが議論する「オープンイノベーション」の考

えに基づいたものとして把握している。

研究開発活動は企業の競争力維持、強化を目的として行われ、一般的にその

成果は秘匿および防衛される傾向にある。いわば國領(1995)の概念に沿えば、

ここでの研究開発活動は「自前主義」的性格を帯びることになる。しかしなが

ら「オープンイノベーション」下では企業内外の境界が暖昧化し、外部の研究

開発プロジェクトと内部のそれとが結合し、新たな付加価値が誕生する可能性

① Raymond a998)は「目玉の数さえあれぱ、どんなバグも深刻でない」との表現を用い
てぃる。この表現は、各人の連結による相乗効果を比喩している点で興味深い。
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図一1 コスト・収益構造とOSS活用の概念図

①OSS活用せず ②OSS活用
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が生じてくると考えられる。

言うなれぱこうした構造変化②の背景には、 coase (1937)の主張する取引費

用低下による企業内外の区分のゆらぎ、同時に宮澤 a986a,b,1988)が指摘す

る内部資源と外部資源との結合いわぱ「連結の経済」が介在してぃるものと考

えられる。ここに内部資源と外部資源との「連結」を重視したビジネスモデル

が分析視野に入ってくるもの、と考えられる。
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2.3 0SS活用を視野に入れたビジネスモデル

本節では、 OSS を活用したビジネスモデルを「連結」および「オープンイノ

ベーション」の観点から考察し、実証分析への視点を確保しよう。

LinuxFoundation (2008)は OSS開発のうち、約 7割の貢献が企業活動のー

環として行われており、 OSSが企業の収益獲得行動の一環に組み込まれてぃる

現状を明らかにしている。

先に述べたように企業がOSSを活用する背景には、競争力の獲得や有意義な

経済効果への期待がある。こうした経済効果が生み出される構造ついて、工内
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(2) 具体的な進展過程としては、國領 a995)の分散的情報処理形態が考えられる。
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(201のはOSS開発への貢献によって生じる便益の視点から、くわえて福安

(20ID はOSS開発費用が開発コミュニティとの間でシェアされ、かつコミュニ

ティによる開発成果がレバレッジされる視点から議論を行っている。

いわば費用と便益に関して福安(20ID の見解に依拠すれぱ、 OSS活用は

「組織」外のコミュニティとの「連結」により、費用あるいは便益の面で有意義

な経済効果が生じることになる。すなわち企業内部に依存しないOSSを活用し

たビジネスモデルの要点は、「オープンイノベーシ,ン」の過程を通じ内部資源

と外部資源との「連結」を図ることで、付加価値の形成を図るところにあると

考えられる。

ここでOSSを活用したビジネスモデルを開発コストと製品価値創出の観点か

ら検討しておこう。

図1ぱ情報サービス産業における製品価値と開発コスト構造の関係を示した

ものである。図1において製品価値とは、製品・サービスの競争優位の源泉で

あり、消費者はこの部分に対して対価を支払う。企業にとっては売上あるいは

利潤を反映するものである。他方、開発コストとは製品価値創造に不可欠な要

素であり、製品価値の規模に左右される。したがって、企業は価値創造とコス

トとの間で最適な開発活動を模索することになる。

ここで図1における左方は、 OSSを活用しない場合における製品価値とコス

トとの関係を示している。図1左方は國領(1995)によれば白前主義的経営戦

略、あるいはChesbrough (2003)におけるクローズドイノベーション的状況を

意味してぃる。この場合、企業は製品価値を創出するための開発コストをすべ

て自前で賄うことになる。

他方、図1右方はOSSを活用した場合における製品価値と開発コストとの関

係を示している。 OSSはソースコードが公開された一種の標準技術である。し

たがって自社開発技術とOSSとを組み合わせることにより、開発をーからすべ

て自社で行う必要はなくなる。いわぱ、自社開発部分を企業内部に依存しない

OSSへと置き換えることで開発コスト負担を抑えることが可能となる。さらに

OSSを製品の周辺的部分に配置し、自社資源を製品価値にとって核心的部分へ
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と振り向けれぱ、さらなる製品価値、競争力向上が期待されうる。このように

理論的にはOSS活用は情報サービス産業の製品価値形成能力を強化する可能性

がある③。

2.3 0SS活用を視野に入れた分析の枠組み

ところで、 OSSは企業「組織」外におけるコミュニティを中心として開発さ

れる標準技術であり、消費の非排除性および非競合性を高度に備えた一種のイ

ンフラとして理解することができる。したがって、情報サービス産業における

生産構造を探る際にも、内部資源と外部資源との「連結」効果を組み入れる必

要があると考えられる。

インフラや外部資源を吉慮に入れた分析モデルは浅子ほか a994)、大河原

山野(1995)、 Ashauer a989), Ford and porter (199D をはじめ多く存在して

いる。本稿はこれら先行研究に依拠し、内部資源と外部資源との「連結」を考

慮に入れた分析の枠組みを構築することとした。

まず当該産業の生産構造は(2)式で表すことが可能と考えられる。
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U.,=/1k'0ι U一ωOSS,

(2)式は、企業iにおける実質付加価値U,仂§技術水準Aのもとで、実質資本

投入κ,人労働投入ι'、'をはじめとした「組織」内で形成される内部資源および、

その形成が「組織」外で行われるOSS資源OSSによって生み出されることを意

味している。すなわち、コミュニティを基盤に開発され企業からみれば、与件

である外部資源OSSと企業内部資源との「連結」が(2)式で表されてぃる。

情報サービス産業のみならず、企業にとって生産性の向上は競争優位獲得に

不可欠である。そこで外部資源である OSSを考慮し、(2)式を対数化して若干

の展開を加えるど情報サービス産業における労働生産性決定要因を定義する(3)

(3〕
濱野・鈴木(2007)では、チューニングを加えることにより OSSの性能が向上すること
が明らかにされている。

( 2 )



式が与えられる。

'ー)・0取(→,汝郷'
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(3)式では情報サービス産業における労働生産性の水準(V4)','は、内部資源で

ある資本装備率(kι)'.,と「組織」に依存しない与件である外部資源OSSとの

「連結」により左右されることになる。ここで(3)式においてγ>0である場合、

OSSは日本における情報サービス産業の生産性に対して有意義な効果を与える

ものと判断できる。

3.使用データの検討およびその導出について

本章において、われわれは分析に使用するデータの紹介、検討を行い、また

独自に算出すべきデータについてはその導出方法について述べる。

3.1 個別事業所に関する投入データ

U.':実質付加価値

本稿における日本の情報サービス産業における業績指標として、付加価値を

あげる。周知のとおり、情報サービス産業はIT技術革新を反映し、新たなサー

ビスが日夜登場している。したがって当該産業の浮沈は、市場評価を得るだけ

の付加価値創造、いわぱ生産性の動向に左右されると考えられる。

使用データに関し、本稿は経済産業省『特定サービス産業実態調査報告書

情報サービス業編』(以下、『特サビ』)をもとに、「年間売上高」から「年間営

業費」を引き、さらに「給与支給総^則と「貸借料」を加えたものを付加価値

と定義した。そこで導出された額を、日本銀行公表の「企業向けサービス価格

指数(情報サービス 2005年基準)」で実質化した。

33

( 3 )

ι',パ労働投入

『特サビ』における「情報サービス業務に従事する就業者数」項目の従業者数
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に、厚生労働省「毎月勤労統計調査」が公表する情報サービス産業における総

労働時間を乗じ、さらにそれを12倍した値を年間の労働投入として定義した。

κ加.',':実質資本投入

①資本ストックの導出

『特サビ』では、資本スト、ソクに相当するデータは存在しない。したがって分

析にあたり、それに準ずるデータを構築する必要がある。そこで、(4)式によ

り資本ストックκ,'を定義する。
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k..'=κ・,'、.(1一δ)+ι、'

(4)式に依拠すれぱ、胖寺サビ』公表の情報サービス産業における「年間営業

用有形固定資産取得額」を資本投資1,.'とすると、資本ストックはt-1期のストッ

クK.,Hが減価償却率δほど剥落④したものに、資本投資を加えたものと考えるこ

とができる。

一方で、資本ストック額の時系列的推移を把握するためには、その起点とな

るストック額の推計が必要となる。そこでt期以前においてストックの変化g

と減価償却が一定の率で行われたとすると、起点となるストック額は(5)式

で推計される。

(1 + g)'

サナ、_(1一δ)
ここでε=^とすると、
」」=(1+g)

= 11(εt +εt-1+ー・十ε)^=""(1一δ)

ι'「1
(1一δγ、.1','(1一δ)'、.1.,'

( 4 )

十
(1+g)'、'

ω減価償却率は谷花・野田(20ID に依拠し,年率3.6%とした。

十 十^
a十g)
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ε'= 0であるので、
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1ι一1

(5)式においてgはスドソク成長率を意味し、本稿では1986~2000年における

資本投資の平均変化率で代用することとした⑤。(4)および(5)式の過程で

求められた資本ストック額は名目値である。そこで本稿では、日本銀行が公表

する「企業物価指数(総平均 2005年基準)」によりスト、ソク額を実質化した。

1'..

g,十δ

②リースにおける資本評価

企業活動において資本設備は投資、購入によってのみ配備されるのではなく、

リースによっても取得される。すなわちストックのみでは資本投入に関して、

過小評価となる可能性がある。したがってりース額を資本還元し、それをストッ

クとして評価する必要がある。

資本還元によるスドソク評価は(6)式で示される。

35

S.=^+ーーーー'^+、・.+ーーーーー'^

( 5 )

(田式では、資本還元後のスドソクS,,,はりース額R..,を利子率rで割ったもの

として定義される。本稿において、リース額は『特サビ』が公表する「賃貸料」、

利子率については内閣府『年次経済財政報告』公表の10年物国債流通利回りを

⑤(2)式で示される起点ストック額は、起点時の選択によりバイアスが生じ、それは時

系列的推移に伴い縮小すると考えられる。本稿では、2000年代の分析に際い985年より

ストック額を推計することでバイアス縮小に努めた。

( 6 )牛
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それぞれ代理変数とした。また、ここで評価されたストック額について、本稿

では日本銀行が公表する「企業物価指数(総平均 2005年基準)」により実質化

を行っている。

本稿では以上の手順により資本スト、ソク額の推計およびりースの資本評価を

行い、両者を組み合わせることで資本投入を定義した。この関係は(田式で

示すことができる。
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K。1h'ι= kit 十 S.ι

ここで(フ)式を(3)式へと反映させると、(3)式は(8)式へと書き換え

ることが可能である。

,十)・ー(.)"心'

3.2 0SSの市場価値評価およびその手法

本稿冒頭で述べたように、経済学的分析を加えるためには市場を通じた価格

など、数量的な価値評価が必要となる。

他方、ソフトウェア開発では人月が市場価値評価の上で基本的単位として用

いられる場面が多い。一般的にソフトウェア開発においては、開発労力が労賃

あるいは投資額の形で市場に滝過され、各種統計により数量的評価がなされて

いる。

しかしながら、本稿が対象とするOSSには投資額あるいは市場評価額といっ

た公式な数量的評価は存在しない⑥。近年において、 OSSは企業活動との接近

が著しいものの谷花・野田(2011)が議論するように、当初より市場評価獲得

を目的として開発されたものではなく、 OSSと市場との距離が存在している。

このことがOSSの市場価値評価が加えられていない一因と考えられる。したがっ

(フ)

⑥ただし、情報処理推進機構(2008、 20仭、 201のはソフトウェア、情報サービス産業を

対象に OSSを活用した案件を抽出し、その金額をOSS市場規模として公表している。

( 8 )



て、 OSS市場価値評価に際して、市場では明確ではない価値を市場価値へと変

換する操作が必要となる。

OSSの市場評価をはじめとした金銭的評価については、少ないながらも先行

する試算が存在している。まずMacpherson et al.(2008)はRed Hat Linux

の基盤となる Fedora9 を対象に開発コストの試算を行い、開発費を約107.8億ド

ルと評価している。他方、 Glottand Haaland (2009)はOSSのーつDebian の開

発コストについて、 2005年の時点で約120億ユーロとの試算を行っている。さら

に Garcia-Garciaand Magdaleno (201のは、りナックスカーネル(ver2.6.3の

の市場価値を約10億ユーロと試算している。

こうしたOSSの開発コストおよび市場価値をはじめとした金銭的評価におい

て、 Macpherson etal.(2008)と Garcia-Garcia and Magdaleno (201のでは、

ソフトウェア開発工数、期間見積もり手法のーつである ConstructivecostModel

(以下、 COCOMO)が活用されている。 COCOM0 はBoehm a98D にて提唱

され、プログラム行数に基づき人月単位の労力を算出する手法である⑦。例えば、

Macphersonetal.(2008)と Garcia-GarciaandMagdaleno (201のは COCOMO

により導出される開発労力に人件費を乗じ、 OSSを金銭的に評価している。本

稿もこれら先行研究を参照し、 COCOM0 を活用することでOSSの市場評価を

試算する。以下にその手順を示す。
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EFFOR7}=α(KSιOC)゜Π1→C

四)式は基本的なCOCOM0である。ここでは、まずOSS開発に要する人月

単位の労力五FFORのは、ソースコード数(1000行単位) kSιOCおよびコスト要

因Cに左右されることになる。また、開発規模・環境を示す係数a、 bはBoehm

(1981)において、過去の開発プロジェクトの時系列回帰により定義されたもの

⑦ COCOM0により算出される開発に要する労力は、プログラムの容量によって左右され
言語の種類には影響を受けない。この点で客観性が確保されると考えられるが、プロク
ラムの重要度あるいは価値を反映するものではない点に留意すべきである。

( 9 )
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である⑧。両者について本稿は、 Macpherson etal.(2008)に依拠しそれぞれ

α=2.4、 h=1.05とした。

ソースコード数について本稿は、 OSSに関するソースコード行数や参加人数

をはじめとした各種統計情報を提供しているohloh⑨⑩の公表する統計を用い

る。ソフトウェアのソースコードは資本蓄積と同様に、新たなコードが追加さ

れる一方で不要なコードには廃棄、修正が加えられる。 ohlohの公表するソース

コード行数データでは、こうした追加、変更が収録され、毎月集計される統計

へと反映されている。ソフトゥエアはソースコードで構成されてぃる。したがっ

て、ソースコードの改変、修正は、無形資本における蓄積一償却として把握す

ることが可能と考えられる。そこで本稿では、 ohlohにおける毎年一月時点のソー

スコード行数を当該年のソースコード数として対応することとした。

コスト要因に関してCOCOM0では開発、ハードゥエア、人的資本、プロジェ

クト環境に関する15種類が想定され、それぞれに係数が設定されてぃる。 OSS

開発に関して本稿では、 wheeler (2004)に準拠しコスト係数を2.4とした。

Wheeler (2004)はソフトゥエア開発には労力のみならず、テスト、設備、会社

運営費をはじめ諸経費が必要となる点を指摘している。いわぱソフトゥエア開

発に占める労力の占める割合は一部に過ぎず、これにコスト係数2.4を乗じたも

のが開発コストとして把握されることになる。

OSS 開発コストおよび市場価値は Macpherson etal.(2008)およびGarcia-

GarciaandMagdaleno (2侃のでは、開発労力に労賃を乗じたものとして定義さ

れている。本稿も両者に依拠しており、それは(1の式で定義される。
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COCOM0 では開発プロジェクトは規模、組織形態など所与の条件により、 0璃anic、
Semi-detach-ed およびEmbedded に三分類されている。そこでの各係数は organic (a
=2.4,b=].05)、 semi-det-ached (a=3.0、 b=1.12)および Embedded (a=3.6、 b
=1.2のと設定されている。

(9) OhlohはOSS開発プロジェクトの概略を把握するためのプラットフォームを提供するプ
ロジェクトである。 2012年4月時点で約550,000のプロジェクトの動向が公表されてぃ

る。詳細については<h即://WWW.01〕10h.net>を参照されたい。
⑪ソースコード行数の取り扱いについて ohlohでは、ソースコード本体、空行およびコメ

ントに分類されている。本稿ではソースコード本体を OSSのソースコード行数として対
処することとした。

(8)
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aの式では先に定義した人月単位の労力を12で割ることで人年単位とし、それ

に厚生労働省「賃金構造基本統計調査」が公表するプログラマの人件費⑪舐

を乗じOSS市場価値を試算することとした。

ところで(9)式で定義される COCOM0ではソースコードの量により開発

労力が算出され、これにより OSS市場価値が試算されることになる。しかしな

がら、 COCOM0を用いたOSS市場価値の試算はソースコード量のみに依存し

ており、その質やOSS自体の性格を考慮に入れていない。したがってCOCOMO

に依拠すると、例えば不要な部分の除去、煩雑なソースコードの一元化はソー

スコード量減少をもたらす。この場合、ソフトゥエアの機能は上昇しているの

にも関わらずソースコード量は減少しているため、それを反映する形での市場

価値の低下には留意が必要である⑫。

以上の処理により算出されるOSS評価額は開発に要する原価、いわば「産業

連関表」に依拠すれば生産者価格に準ずるものである。実証分析に用いるOSS
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Ⅷ〕本稿におけるプログラマ人件費に関わる問題点を二点ほど指摘しておきたい。まず賃金
水準である。本稿ではプログラマ人件費を「賃金構造基本統計調査」における「きまっ
て支給する現金給与額」を12倍したものに「年問賞与その他特別給与額」を加えたもの
とした。その結果、 2000年代におけるプログラマ人件費は300万円台後半を推移し、 2010
年時点で人件費は約420万円となった。一方で、他の先行研究において適用された人件
費水準に目を向けると、為替レートの影響もあるが、 Macphersonetal.(2008)におけ
る75,000 ドル(2008年)、ならびに Garda-Garciaand Magdaleno (2010)における31,000
ユーロ(2006年)であり、それらと比較して日本におけるプログラマ人件費は低水準で
ある。そのためOSSの市場価値を過小評価する可能性がある。第二に開発貢献について
である。 Garcia-Garciaand Magdaleno (201のが指摘しているように、 OSS 開発は世界
各地で行われており、単一通貨で評価することはいささか不具合である。本来ならば、
開発者の国籍とその貢献比率を示す時系列的統計を用いることで、世界的観点からの人
件費を算出すべきである。しかしながら、本稿執筆時それに該当する統計を見出すこと
はできなかったため、本稿では日本に限定し円単位でOSS市場価値評価を行っている。

⑫ソースコードの質を考慮するにはファンクションポイント法が有効である。これはソー
スコードごとその重要度に応じウェイトづけすることで、開発労力を算出する手法であ
る。しかしながら、この手法ではソースコードの重要度に応じたウェイトづけにおいて、

恋意性が介在することは免れない。したがって窓意性を排除する観点では、 COCOMO
は高い客観性を持つ手法と考えられる。

aの
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以外の変数は、市場取引で演過されたものである。したがって、 OSS市場価値

評価には、輸送コストやマージンを考慮に入れた市場における取引認識に近い

購入者価格の採用が望ましいと考えられる。そこで本稿は、情報サービス産業

における固定資本形成額の生産者、購入者双方の価格が公表されてぃる総務省

による「産業連関表」を用いることで双方の比率を算出し⑬、(10)式で算出さ

れる値へその比率を乗ずることにより、市場価値への転換をはかることとした。

以上の処理を通じて算出したOSS市場価値であるが、本稿では日本銀行が公

表する「企業物価指数(総平均 2005年基準)」により実質化を行った。

4.実証結果

4.1 0SSの市場価値

まずOSSの市場価値と、若干ではあるがそれらの特色につぃて検討しておこ

つ。

表1は四)式を用い試算したOSSの市場価値である⑭。本稿は試算対象と

して、 LinuxDistributionの基盤Linuxkernel、データベースサーノゞーのMysQL

PostgresQL、代表的なウェブサーバーである Apache HTI'p seNer、プログラ

ミング言語の Perl、 Ruby、 python、 PHP、開発フレームワークの Rubyon Rails

およびオフィススィート 0pen0伍Ce以上それぞれ異なった性格を持つ十種類の

OSS を選択した。

まず周知のようにⅡnuxkerne1はOSSのなかで代表的な存在といえるが、市

場価値は2010年の時点で1735億円であり、対象期間中を通じ他のOSSと比較し

て抜きん出た存在となっていることがうかがえる⑮。この背景には1991年と他

のOSSと比較して登場時期が早く、また知名度も高いことから多くの開発者に

谷花佳介・野田哲夫

⑬総務省「平成17年産業連関表」によると、ソフトゥエア産業の固定資本形成額におい
て、生産者価格に対する購入者価格の比率は1.0014であった。

(W OSS市場価値試算はohlohの集計しているソースコード行数に基づくため、 OSS登場年
と市場価値を試算した年次は必ずしも一致するものではないことをことわっておく。

⑮上inuxkerne1の市場価値は2006年より急激に伸びているが、これはソースコードの拡張
によるものである。



登場年

Ⅱ則Xkemel

情報サービス産業における生産構造

2001

2002

1991

表一 1

2003

MysQL postgresQL

2004

18,126

1995

2005

23,768

主なOSS市場価値試算結果

(単位:百万円(2005年価格))

2006

1,207

25,828

2007

2,812

30,259

1995

Apache
Hrlpse1Ψer

2008

106,910

3,404

1,290

20仭

Ⅱ0,868

3,526

1,503

2010

Ⅱ8,928

1995

6,122

1,591

134,224

Perl

6,288

1,834

1,813

よる貢献、利用者からのフィードバックを獲得したことが考えられる。

MysQLはオラクル社が提供するデータベースサーバーであり、 OSSライセ

ンスの GPL とともに商用ライセンスでも提供されている。他方、 postgresQL

はOSSコミュニティでの開発が中心となっており、一時はその機能性が疑問視

されたものの、商用ソフトゥエアに匹敵する性能を実現している。両者の市場

価値はそれぞれ2010年の時点でMysQLが約64億円、 postgresQLが約31億円と

試算された。

現在、ウェブサーバーの多くはApacheHTrpserverで構築されている。 Apache

HTrpseNerは早くから豊富な機能を積極的に採用するなどインターネットの

発展と共に成長してきた OSSである。 Apache HTrpse1刃erの活用については

Netcraf[の調査⑯によると、 2012年4月の時点でのApacheHTrpselverのシェ

アは約価%に達しており、ウェブサーバー分野では圧倒的な存在感を示してい

る。 Apache HTrp seNer はApachesofNare Foundation において開発され、そ

の開発は山M、 Micros0丘をはじめとしたべンダーの資金援助の下で行われてお

り、さらにIBM、オラクル、日立製作所などが捌共するウェブサーバーはApache
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a6)<httPゾ/news.netcraft.com/>を参照されたい。
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HTI'pseNerが基盤となっているように、ビジネス分野との親和性が高い。こ

のApache HTI'pseNerの市場価値は、 2010年の時点で約84億円と試算された。

つぎにプログラミング言語について検討しておこう。まず、プログラミング

言語Per1は19釘年に登場して以来、改良が加えられウェブアプリケーション、

テキスト処理およびシステム管理に適した言語となっている。当初はUNⅨ上で

の活用が想定されていたが、現在ではWmdowS をはじめとした様々なプラット

フォームに移植されている。 per1の市場価値は2009年の時点で、 144億円と試算

された。

Rubyは松江市在住のプログラマまつもとゆきひろ氏により開発されたオープ

ンプログラミング言語である。代表的な国産プログラミング言語であり、開発

者が居住していることから松江市および島根県では「RubyciwMatsue」プロジェ

クトを推進することでRubyを核とした経済振興策が進行中である。 Rubyの2010

年における市場価値は約40億円と試算された。

Python は1990年に登場した。 pythonは多くのソフトゥエア開発に応用可能な

大規模ライブラリが整備されており、プログラマの生産性を重視する点で先の

Rubyと似通った性格を持っている。 h血onの市場価値は2010年の時点で約36億

円と試算された。

PHPは1995年に登場している。 PHPは主に動的なウェブページを構築するこ

とを目的としたプログラミング言語および言語処理系である。文法が比較的平

易であるため習得が容易であり、くわえてフレームワークやライブラリが充実

していることから大規模開発においても広く活用されている。 PHPの市場価値

試算結果は2010年時点で約137億円と試算されており、選択した他のプログラミ

ング言語と比較して高い市場価値を示している。

現在、ソフトゥエア開発において開発フレームワーク活用の頻度が高まって

いる。 OSSの開発フレームワークは数多く存在しているものの、その中で特に

注目を集めているのがRuby伽 RailSであろう。これはRubyを基に開発されて

おり、従来と比較して圧倒的に少ないコード量でのアプリケーション開発が可

能とした。 RubyonRailSの登場は2005年と OSSの中では比較的新しい部類にあ

谷花佳介・野田哲夫



り、開発途上にあるといえる。したがってコードに蓄積規模は小さく、このこ

とが他のOSSと比較しての市場価値の低さ(2侃0年の時点で約5億円)に反映

されている。

Open0伍Ceはサン・マイクロシステムズ社が保持していたオフィススィート

を OSS として2000年に公開したものである。開発にはサン・マイクロシステム

ズ社の管理のもと、ノベル、 1BM、 Google、 1ntel、およびRedhat をはじめとし

た企業が参加している。その後のオラクル社によるサン・マイクロシステムス

社の買収により、 ApachesofNare Foundation にソースコードが譲渡されること

になった。元来、 open0伍Ceは商用ソフトゥエアとして開発が進められてきた

経緯もあり、対象とした他のOSSと比較してソースコードの蓄積規模が大きく、

このことが市場価値の動向に反映されているものと考えられる。

表1を検討する限りにおいて、 OSSの市場価値の水準あるいは成長の経緯は

多岐にわたっているが、 LinuxKernel、 perl、 ApacheHTrpsewerおよびOpen

0缶Ceの市場価値額が目立ったものとなっている。この背景には例えば Linux

Kernel、およびPer1の登場年は表2 にあるようにそれぞれ1991、 19釘年と比較

的早いため、他のOSSと比較してソースコードの蓄積が進展したことが背景に

あると考えられる。他方、 open0伍Ce およびApacheHTrpseNerに関しては、

ビジネス用途に近い位置で開発されていたこともあり、コミュニティを中心と

した開発様式と比較して製品完成度を高める上で集中的な開発が行われていた

ことが市場価値の動向の背景にあると考えられる。
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4.2 0SSの生産性に対する影響

表2は、(8)式の推計結果をもとに日本の情報サービス産業における労働生

産性決定要因を示したものである。推計期間は基本的に2000年代を対象として

いるが、 OSSの種類により若干異なっている。

まず、表2上段第二列はOSS活用を考慮に入れない場合における推計結果を

示したものである。そこでは資本装備率の弾性値は0.292であり、日本の情報サー

ビスにおいて内部資源の充実により労働生産性は高まると考えられる。
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対象 OSS

表一2 我が国の情報サービス産業における労働生産性決定要因

推計期問

C

In(K。"/L)

谷花佳介・野田哲夫

In (OSS)

OSS なし

推計期間X

推計対象

2001-2009

-4.860

0.292(2.64D**

Hausman-test

(P値)

変量・固定

Iinuxkernel

2002-2008

-13.058

0.293(3.112)***

72

π'

対象 OSS

0.307(5.271)***

推計期問

0.830

MysQL

2001-20仭

C

In(K0ⅡノL)

-12.821

0.287(2.672)*"

タ'^

56

0.086

In (OSS)

0.357(3.212)*" 0.486(2.395)"

Ruby

推計期問X

推計対象

2001-2009

PostgresQI

0.852

ーフ.フ79

0.333(2.996)*粋 0

2001-2009

-14.941

0.351(3.Π8)*"

Hausman-test

(P 値)

変量・固定

変量

0.150(2.423)" 0.890(4.215)*** 0.163(2.215)"

0.347

72

即thon

ApacheHTrpserver

2001-2009

0.995

2001-20仭

-24.60

263(2.538)"

(注) 0 内の値はt値。

72

-11.000

0.305(2.801)***

変量

π2

0.203

72

0.918

0.278(2.フ72)***

PHP

2001-2009

つぎに内部資源と外部資源との「連結」、すなわちOSSによる影響を検討して

みよう。

まずLinuxKerne1を対象とした推計結果は、上段第三列に示されてぃる。こ

こでの弾性値は0.307であり、統計的にも有意である。したがって LinuxKernel

の活用はその規模が拡大するほど労働生産性へ有意義な効果を与えると考えら

れる。

データベースサーバー向け OSSとして、本稿はMysQLと PostgresQLを分析

対象とした。これらの推計結果は、それぞれ上段第四、五列に示されてぃる。

そこでは各OSSの弾性値は0.357、 0.486であり、かつ統計的にも有意といえる。

したがって、両者の活用は日本における情報サービス産業の労働生産性にプラ

スの効果を及ぽすものとして理解できる。
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ApacheHTrpserverを対象とした推計値は、上段第六列に示されている。こ

こでの弾性値は0.278と正の値、かつ統計的に有意である。したがって、 Apache

HTrpseNerの採用は日本における情報サービス産業の労働生産性に有意義な

寄与を与えるものと考えられる。

本稿はプログラミング言語として Perl、 Ruby、 python ならびに PHPの四種

類の言語を選択した。これらを考慮した推計結果は、上段第七列および下段第

ニ~四列に示されてぃる。後ほど若干の議論を行うが、ここで示された推計結

果は対象により弾性値および統計的優位性は異なるものの、概してプログラミ

ング言語は日本の情報サービス

産業に対し積極的な効果を与えるものとして考えることができる。

本稿は開発フレームワークにおける分析対象としてRubyonRailS を選択して

いる。この推計結果は下段第五列に示されている。ここでRubyonRailSの弾性

値は一0.048とわずかながら負の値を示しているものの、推計結果の統計的有意

性は確認できなかった。 RubyonRailSはソフトゥエアの開発現場でその高生産

性が注目されっつぁるが、本稿の分析結果からは、技術的な高生産性は必ずし

も経済的なそれへと結びつくわけではないといえる。

本稿ではオフィススィート向け OSS として Open0缶Ce を分析対象としてい

るが、その推計結果は下段第六列に示されている。そこからは日本における情

報サービス産業でのOP印0缶Ce採用は労働生産性に正の影響を与えていること

が見てとれる。

以上の結果から、日本における情報サービス産業ではOSS活用による経済効

果は概ね有意義であるものと考えられる。
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4.3 0SSの市場価値と経済効果

表2からうかがえるように、 OSS活用は日本の情報サービス産業に対し有意

義な影響を及ぼしてぃるといえる。そこで分析対象とした十種類のOSSに限定

されるものの、その市場価値と経済効果について考察しておこう。

まず表1に示されたOSSの市場価値の多寡と、表2で推計された弾性値の大
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小との間には正・逆相関をはじめ法卸1性は見出せない。しかしながら、表2に

あるようにRuby伽R祉ISの経済効果が認められない点からすれぱ、市場価値も

といソースコードの蓄積がOSSの経済効果に影響を及ぽすものと考えることも

できる。すなわち、登場年が早く広く普及したOSSほど経済効果をもたらす資

産の蓄積が進展し、これが呼び水となり更なる貢献を惹きつけることでソース

コードの蓄積が生じたものと考えられる。またCOCOM0では把握しきれない

ものの、ソースコード拡張の中には新機能の付与、ライブラリ整備も含まれて

いるため、こうした質の充実も経済効果を与えていることにも留意すべきであ

ろう。

他方、 OSSの市場価値の変動と経済効果について吟味すると、その変動が小

さいほど高い経済効果を示すことが読み取れる。いわばソースコードの改変が

小さく安定的に成長するOSSほど、活用側にとってみれば導入しやすく高い経

済効果をもたらすものといえる。

このように表1、 2における検証結果を総括するならぱ、ソースコードの蓄

積が進展し、その変動が小さく安定的に推移するOSSほど高い経済効果を示し

ているものと考えられる。

5.結論

本稿では、 OSS活用と日本における情報サービス産業との関係を検討し、そ

の過程でOSSの市場価値およびその経済効果の分析に関する手法を提示した。

OSSへ経済の観点から分析を行ううえで、まずOSSのストック、いわぱ市場

価値を把握する必要があった。本稿では各種先行研究で用いられてぃる手法で

あるCOCOM0 を援用し、 OSSの市場価値の市場価値試算を行った。 COCOMO

を用いた市場価値試算は、基本的に対象としたOSSおよびその労力により決定

される。この中でLinux Kernel、 per1ならびに Open 0伍Ce の市場価値額が目

立ったものとなっている。その要因として、前者は登場年が比較的早いために

ソースコードの蓄積が進んだこと、後者については商用ソフトゥエアとして開

発された、集中的開発によりソースコードの蓄積が進展したことが考えられる。
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しかしながら本稿におけるOSS市場価値試算について、開発労力を検討する

にあたり統計の制約のため、日本のみの統計を用いざるを得なかった。開発が

世界規模で行われてぃるOSSの現状に鑑みて、このことは適切とは言えないと

考えられる。さらにCOCOM0 を用いた手法では、開発労力がソースコードの

量によってのみ規定されるため、 OSSの質的側面を把握しきれていない可能性

がある。これらOSS市場価値試算における手法の改善は今後の課題としたい。

つぎに本稿は先のOSS市場価値試算結果を用いることで、 OSS活用が日本に

おける情報サービス産業の生産性へと及ぼす影響について検討を行った。 OSS

の経済効果については、概ね有意義な効果を及ぽしていることが明らかとなっ

た。また各OSS間における経済効果の差異について市場価値との関連で考察し

てみると、本稿の分析結果からはソースコードが蓄積され、かつその蓄積過程

の変動が小さいOSSが高い経済効果をもたらすと考えられる。

このように手法につぃて課題は存在するものの、本稿の分析からはOSSが日

本における情報サービス産業に有意義な効果を及ぽしていることが明らかとなっ

た。
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